
神奈川県寄附金返礼事業者募集要領 
 

１ 目的 

神奈川県（以下「県」という。）へ寄附していただいた方へ感謝の意を表

するため、県内で行われる体験型ツアー等の参加券や、県産品のギフトセッ

トを返礼品として提供していただく「寄附金返礼事業者」（以下「返礼事業

者」という。）を募集します。 

 

２ 返礼事業者の要件 

返礼事業者は、次に掲げる要件を全て満たす必要があります。 

ア 地方自治法施行令第167条の４の規定（契約を締結する能力を有しない

者及び破産者で復権を得ない者）に該当しない者であること。 

イ 県が措置する指名停止期間中の者でないこと。 

ウ この要領に示す業務を履行する能力を有すること。 

エ 各種法令規則等に沿った生産・製造・販売・サービスの提供等を行っ

ていること。 

オ 会社更生法、民事再生法に基づき更生又は再生手続をしていないこと。 

カ 最近１年間の法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を完納

していること。 

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。 

ク 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同

じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者

の統制の下にないこと。 

ケ 暴力団の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過し

ない者を役員に含まないこと。 

コ 返礼品の受発注及び納品の管理等のため、インターネットに接続され

たパソコンを有し、県が指定する「ふるさと納税管理業務受託者」（以

下「事務局」という。）が提供するシステムを利用した受発注管理が可

能であること。 

サ 事務局との間で、返礼品提供に係る契約を両者間で締結し、その契約内

容を確実に履行できること。 

 

３ 対象となる返礼品 

（１）返礼品の内容 

   平成31年４月１日付け総務省告示第179号の内容を遵守し、ふるさと納

税の趣旨を踏まえた返礼品であること。 

ア 県内で行われる体験型ツアー等の参加券 

（ア）乗り物乗車券（ロープウェイ、観光船、人力車、クルージング、レ

ンタカー等） 



（イ）アクティビティの参加券(サーフィン、シーカヤック、乗馬、陶芸

等） 

（ウ）観光施設等の利用券（博物館、美術館、水族館、遊園地、左記の施

設のバックヤードツアー、日帰り入浴等） 

（エ）宿泊施設の利用券や飲食店での食事券等と（ア）、（イ）又は（ウ）の

セット 

（オ）「ＭＥ－ＢＹＯ ＢＲＡＮＤ」などに認定された未病サービス・商

品に関する利用券（未病を見える化する検診サービスの利用券、未病

の改善につながるトレーニングや健康づくりプログラムの体験利用券、

未病関連商品の体験利用券等） 

※ 未病の見える化とは、個人の現在の未病状態や将来の疾病リスクを

数値化するものです。 

※ 未病を改善するとは、心身の状態の変化の中で、特定の疾患の予防

にとどまらず、心身をより健康な状態に近づけていくことです。 

※ 「ＭＥ－ＢＹＯ ＢＲＡＮＤ」については県政策局いのち・未来戦

略本部室にお問合せください。 

（カ）（ア）から（オ）のいずれかを組み合わせたパッケージ型の旅行券

等 

（キ）（ア）から（カ）のいずれかに食事や県産品などのお土産を組み合

わせたパッケージ型の旅行券等 

（注）提供していただく体験型ツアー等の参加券については、必ず、本県

へ寄附していただいた方へ感謝の意を表するためのものであることを、

寄附者に送付する参加券に明記すること。 

イ 県産品のギフトセットのうち、次に掲げる要件を全て満たすもの 

（ア）県内で生産された物品のうち、県の観光の魅力を発信する要素を有

する物品（加工食品、農林水産品、工芸品等）であること。 

（イ）２以上の市町村で生産された物品のセットであること。 

（ウ）セットを構成する物品のうち、最低１つは「かながわの名産100選」

に選定された物品、または「神奈川県指定銘菓」に指定された菓子で

あること。 

（注）返礼品を送付する際に、物品に関連する地域の魅力についても併せ

て情報発信すること（例：県制作のかながわの名産100選パンフレッ

ト「かながわで出会える100のコトモノ」の同梱）。 

（２）返礼品の価格及び寄附金額の決定 

ア 返礼品の価格は1,500円以上、150,000円以下とし、梱包に係る費用及

び消費税を含めた価格とします。（送料は返礼品の価格に含みません。） 

イ 寄附金額は返礼品の価格に３分の10を乗じて得た額（1,000円未満切り

上げ）を基本とし、募集費用の総額が寄附額の５割以下となるよう県が

決定します。 



  要冷蔵、冷凍、配送事業者の規格を超える返礼品については、送料が

通常より高くなるため、上記の基準どおりに寄附額を設定しない場合が

あります。 

（３）返礼品の提供等 

ア （１）アの体験型ツアー等の参加券については、原則として参加券等

の発行（発送）から１年以上の利用期限を設けるものとします。 

イ （１）イのギフトセットについては、次のとおり取扱います。 

（ア）食品については、発送日から消費期限までに一定以上の期間を有し

ていることとします。 

（イ）返礼事業者が取りまとめの上、セットを構成する各物品の生産者等

（以下「物品生産者等」という。）から個別に寄附者へ直送すること

も可能とします。 

（ウ）セットを構成する物品を複数回に分けて長期間にわたり寄附者に送

ることも可能とします。 

なお、送付する期間については寄附者への初回の送付日から１年を

限度とします。 

ウ 返礼事業者は、本要領の返礼事業者が遵守すべき事項を、物品生産者

等の返礼品の提供業務に携わる事業者（配送事業者を除く）に対し、同

じく遵守させるようにしてください。 

（４）返礼品の再発送 

寄附者から、返礼品の品質等に関する苦情や申入れにより返礼品の回収

及び再配送を行った場合にかかる費用は、返礼事業者の負担とします。た

だし、配送事業者の瑕疵による場合はこの限りではありません。 

（５）返礼品の変更等 

返礼事業者は、寄附者の都合による返礼品の変更や利用期限の延長の希

望があったときは、原則として変更や延長には応じないでください。（変

更や延長に応じた場合、変更や延長に係る費用はお支払いできません。） 

 

４ 事業の流れ 

寄附を受けてから支払いまでの仕組み図

 



（１）返礼事業者は、事務局からの発注により、速やかに寄附者へ返礼品を発送し

てください。 

（２）返礼品を送付する際、「お礼状（様式１）」を同封してください。 

（３）返礼品等の代金については、振込手数料を差し引いた金額を事務局から、

お支払いします。 

＜参考＞ 返礼事業者等のメリット 

（１）返礼事業者及び返礼品を県がＰＲ 

県と契約したふるさと納税ポータルサイトや県が作成・配布するＰＲパ

ンフレット等を通して、返礼事業者及び返礼品をＰＲできます。 

（注）県が作成するパンフレット等の掲載内容については、事前に返礼事業

者に確認します（掲載位置は県で決定します。）。 

（２）自社商品の販売促進・ＰＲ 

返礼品発送時に、自社商品のパンフレット等（以下「パンフレット」と

いう。）を同封していただくことで、自社商品のＰＲができます。 

なお、物品生産者等もパンフレット同封によるＰＲを可能とします。 

（注）返礼事業者等によるパンフレットの送付は、返礼品発送時の同封に限

らせていただきます。ただし、返礼品を発送後、寄附者よりパンフレッ

トの送付依頼があった場合は、この限りではありません。 

 

５ 申請方法 

（１）申請期間 

   随時受付を行っています。 

（２）提出書類 

  ア 神奈川県寄附金返礼事業者登録申請書（様式２） 

イ 直近３か月の事業実績（任意形式） 

ウ 事業を行う上で必要となる許可等がある場合、当該許可証等の写し 

エ 提供を予定する返礼品の内容がわかる資料（ホームページの写し、パ

ンフレット等） 

オ その他県が求める資料 

（３）ふるさと納税ポータルサイト掲載までの流れ 

  ア 「８申請・問合せ先」へ電話連絡の上、「（２）提出書類」で示す書

類を県が別途案内するメールアドレスへ電子メールで送付してください。 

イ 県は、申請事業者から提出された書類を審査の上、特段の問題がなけ

れば返礼事業者として登録し、その結果を「神奈川県寄附金返礼事業者

登録決定書（様式３）」により通知します。 

ウ 登録決定の通知を受けた返礼事業者は、事務局と売買契約を締結する

とともに、事務局の案内に従い専用の申請フォームから返礼品の登録申

請を行ってください。 

エ 本県及び総務省による審査により、本要領が定める基準及び地場産品

基準を当該返礼品が満たしていることが確認でき次第、ふるさと納税ポ

ータルサイトへの掲載を開始します。 



オ 返礼品の登録を受けた返礼事業者または物品生産者等は、地場産品基

準や食品表示法において遵守すべき事項が記載された書類を返礼品ごと

に整備・保存しなければなりません。 

（４）返礼事業者登録内容の変更 

  ア 返礼事業者の名称、所在地、代表者名、提供を予定する返礼品の分類

に変更があったときは、「神奈川県寄附金返礼事業者登録変更（廃止）

届（様式４）」を速やかに県に提出してください。 

    提供を予定する返礼品の分類を変更する場合は、「（２）提出書類 

イ～オ」を併せて提出してください。 

  イ 返礼品については、事務局の案内に従い変更の申請を行ってください。 

（５）返礼品の追加登録 

初回の返礼品登録後、新たに返礼品を追加する場合は、事務局の案内に

従い専用の申請フォームから返礼品の登録申請を行ってください。 

 

６ 個人情報の保護等 

返礼事業者は、この事業による業務に伴う個人情報の取扱いについては、

「個人情報取扱業務特記事項（別添）」を遵守しなければなりません。 

（注）寄附者の個人情報は、返礼品の送付以外の目的に使用することはできま

せん。ただし、パンフレットの同封により、寄附者から返礼事業者、物品

生産者等への他の商品の申込み等で入手された個人情報は、別添の対象外

です。 

 

７ 留意事項 

（１）返礼品の提供に当たっては、安定的な供給及び品質の管理を行うととも

に、寄附者からの問合せに対応するものとします。 

（２）天災等の理由により、返礼品の利用ができない又は物品を提供できない

場合などは、返礼事業者の責任において、代替の返礼品の提供などの対応

をするものとします。 

（３）返礼事業者又は返礼品が「２ 返礼事業者の要件」、「３ 対象となる

返礼品」の要件を満たさなくなった場合や、食品表示法等の各種関係法令

に違反した場合等、返礼事業者及び返礼品として相応しくないと県が判断

した場合は、返礼事業者又は返礼品の登録を取り消すことがあります。 

   また、登録を取り消したときは、「神奈川県寄附金返礼事業者又は返礼

品登録取消通知書（様式５）」により通知します。 

（４）返礼品に関する苦情や事故、トラブルがあった場合は、返礼事業者は、

適正に処理をするとともに、経過及び対応について速やかに事務局へ報告

してください。 

（５）故意又は過失により食品表示法等の各種関係法令の違反や、返礼品の品

質・ 流通及び販売等において事故等の問題が生じた場合、返礼事業者は、

それにより発生した損害を賠償しなければなりません。 

（６）返礼品が食料品、飲料品又は食事サービスの場合、県等が地場産品基準



や食品表示法等に関する調査を行うことがあります。返礼事業者及び物品

生産者等はこの調査に協力し、真摯に対応しなければなりません。 

（７）その他、この要領に定めのない事項及びこの要領に関して疑義が生じた

ときには、都度、県と返礼事業者で協議を行うこととします。 

 

８ 申請・問合せ先 

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通１ 

神奈川県文化スポーツ観光局観光課 

国内プロモーショングループ 

電話：045-210-5767 

 

 

   附 則 

  この要領は、平成29年５月８日から施行します。 

附 則 

  この要領は、平成29年10月27日から施行します。 

附 則 

  この要領は、平成30年４月17日から施行します。 

   附 則 

  この要領は、平成31年３月12日から施行します。 

附 則 

  この要領は、令和２年２月14日から施行します。 

附 則 

  この要領は、令和２年11月２日から施行します。 

附 則 

  この要領は、令和３年４月１日から施行します。 

附 則 

  この要領は、令和３年８月26日から施行します。 

附 則 

  この要領は、令和４年２月17日から施行します。 

附 則 

  １ この要領は、令和６年４月１日から施行します。ただし、公布の日以

前に返礼品の登録がある返礼事業者については本要領を公布の日から適

用し、令和６年３月４日までに県への事業者登録及び事務局への返礼品

登録の申請を行った場合、登録の継続を認めるものとします。なお、期

日までに申請がない場合には、令和６年４月１日から本要領による登録

手続きが完了するまでの間、当該返礼品の取扱いを中止します。 

２ 令和６年３月31日までにあった返礼品の申込みに関する発注、発送、

実績報告、請求や精算の方法については、従前の方法によるものとしま

す。 



（別添） 

 

個人情報取扱業務特記事項 

 

（個人情報の取扱い） 

第１ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するための個人情報の取扱いに当た

っては、個人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するために知り得た個人情報の内容

を、他に漏らしてはならない。 

２ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するための個人情報の取扱いを伴う

業務に従事している者又は従事していた者が、この事業に係る業務を処理するた

めに知り得た個人情報の内容を、他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この事業が終了し又は解除された後においても、また同様とする。 

（目的外収集・利用の禁止） 

第３ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するため、個人情報を収集し又は利

用するときは、当該業務の目的の範囲内で行うものとする。 

（第三者への提供制限） 

第４ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するため事務局から提供された個人情

報を、神奈川県の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（再委託等の禁止） 

第５ 返礼事業者は、この事業に係る業務の処理を第三者に委託し又は請け負わせて

はならない。ただし、あらかじめ神奈川県が書面により承諾した場合は、この限

りでない。 

（複製、複写の禁止） 

第６ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するため事務局から提供された個人情

報を、神奈川県の承諾なしに複写又は複製してはならない。 

（個人情報の適正管理） 

第７ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するため事務局から提供された個人

情報を、業務が完了するまでの間において漏えい、き損及び滅失することのない

よう、当該個人情報の適正な管理に努めなければならない。 

（提供資料等の破棄） 

第８ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するため事務局から提供された個人

情報を、業務完了後速やかに破棄するものとする。 

（事故報告義務） 

第９ 返礼事業者は、この事業に係る業務を処理するため事務局から提供された個人

情報を、漏えい、き損及び滅失した場合は、事務局に速やかに報告し、その指示

に従わなければならない。 

（解除及び損害賠償） 

第10 神奈川県は、返礼事業者が神奈川県寄附金返礼事業者募集要領の内容に反してい

ると認めたときは、返礼事業者の解除又は損害賠償の請求をすることができるもの

とする。 
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様式１ 



（様式２） 

神奈川県寄附金返礼事業者登録申請書（誓約書兼同意書） 

 

令和   年   月   日 

神奈川県知事 様 

 

 神奈川県寄附金返礼事業者募集要領に基づき、次のとおり申請します。 

 

事業所の所在地 
 〒 

 

商号または名称  

代表者名                                     

担当者名  

電話番号 ―         ― 

メールアドレス  

提供を予定する 

返礼品の分類 
（要領３（１）） 

□ 県内で行われる体験型ツアー等の参加券 

□ 県産品のギフトセット 

 ※ 当てはまる分類すべてにチェックをつけてください。 

 

なお、申請に当たっては次のことについて誓約し同意します。 

 

１ 事業者及び返礼品の登録に係る提出書類や入力データは、すべて事実と相違ないこ
とについて誓約します。 

 
２ 神奈川県寄附金返礼事業者募集要領（以下、「要領」という。）「２ 返礼事業者の要件」
及び「３ 対象となる返礼品」に記載の要件を全て満たしていることについて誓約しま
す。 

 
３ 提出した書類の審査において、要領の「２ 返礼事業者の要件」に規定される納税状
況及び暴力団関連の項目について、確認される場合があることについて同意します。 

 
４ 返礼品の取扱にあたり、「個人情報取扱業務特記事項（別添）」を遵守します。また、
所管部署による調査及び指導等に対して真摯に対応します。 

 
５ 返礼品の生産・製造及び適正な品質管理を行うとともに、当方の故意または過失によ
り食品表示法等の各種関係法令の違反や、返礼品の品質・ 流通及び販売等において事
故等の問題が生じた場合、それにより発生した損害を賠償することを誓約します。 

 
６ 返礼品として提案するものは、神奈川県ふるさと納税の返礼品とすることについて、
当該返礼品の生産者・製造者の同意を得ていることを誓約します。 



（様式３） 

神奈川県寄附金返礼事業者登録決定書 

 

令和  年  月  日  

 

                 様 

 

神奈川県知事    

 

 神奈川県寄附金返礼事業者募集要領に基づき、令和 年 月 日に申請のありました返

礼事業者の登録について、次のとおり決定しましたので通知します。 

  

決定区分 ☐承認           ☐不承認 

商号または名称  

代表者名 
 

事業所の所在地       

備考 

 

 



（様式４） 

 

神奈川県寄附金返礼事業者登録変更（廃止）届 

 

令和  年  月  日  

神奈川県知事 様 

 

（申請者） 

〒 

所在地 

名 称 

代表者職・氏名                                 

（※個人にあっては、住所、氏名を記入してください。） 

 神奈川県寄附金返礼事業者募集要領に基づき、次のとおり返礼事業者登録の変更（廃止）を

届け出ます。 

 

変更（廃止）返礼事業者 

変更（廃止）事項 変更前（廃止） 変更後 

商号または名称   

 

変更(廃止)年月日   年  月  日 

 

(注)廃止の場合は記載不要です。変更のある箇所にチェックし、記載してください。 

変更事項 変更前 変更後 

☐所在地 

〒  － 〒  － 

☐代表者職・氏名 

  

☐提供を予定する

返礼品の分類 

（要領３（１）） 

□ 県内で行われる体験型ツアー

等の参加券 

□ 県産品のギフトセット 

 ※ 当てはまる分類すべてにチェックをつけ

てください。 

□ 県内で行われる体験型ツアー

等の参加券 

□ 県産品のギフトセット 

 ※ 当てはまる分類すべてにチェックをつけ

てください。 

 

 



（様式５） 

 

神奈川県寄附金返礼事業者又は返礼品登録取消通知書 

 

令和  年  月  日  

 

                 様 

 

神奈川県知事    

 

 神奈川県寄附金返礼事業者募集要領に基づき、次の返礼事業者又は返礼品の登録を取消

します。 

 

 

（１）登録事業者情報 

商号または名称  

代表者名 
 

事業所の所在地  

備考 
 

 

（２）登録返礼品情報 

 

   別添一覧表のとおり 

 

（３）取消理由 


